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別紙 

公営企業会計決算審査特別委員会における審査の経過と結果について（審査日：平

成２９年９月１２日） 

 

１．認定第３号 平成２８年度川西市水道事業会計利益の処分及び決算認定につい 

 て 

平成２８年度決算の概要 

 給水人口 １５万８９９３人（△４５５人） 

 年間有収水量 １５０５万９００１㎥（△7 万８０㎥） 

 収益的収入 ３４億８５１２万 ４８５円  

収益的支出 ３１億 １４５万４８１５円 差引 ３億８３６６万５６７０円 

 資本的収入  ４億９５４８万４１６７円  

資本的支出 １１億９０７２万５０６２円 差引△６億９５２４万８９５円 

質疑の概要  

 問 利益の処分について、未処分利益剰余金１８億４０２５万１３６０円のうち

４億２０００万円を建設改良積立金として積み立て、残余を繰り越すとしてい

るが、本会計では平成３１年度から単年度赤字が予想されているため、今後の

剰余金の活用方針について伺いたい。 

 答 今後の見通しについては経営戦略の策定過程で詳細に検討するが、平成３１

年度に単年度赤字が生じた場合は未処分利益剰余金により補填するほか、一定

の剰余金を建設改良積立金へ積み立て、将来的な建設投資財源にも充当してい

くという方向性である。 

 

 問 対前年度４７８０万８０００円減の収納額となっている分担金１億３２４８

万円については、大型マンション建設の減少が減収の要因であるとのことだ

が、今後の見通しはどうか。 

 答 ２７年度にはキセラ川西で大型マンションが建設され約６５００万円の収

入があったが、２８年度は大規模物件の建設がなかった。今後については、大

型マンションの建設があれば増加に転じる可能性はあるが、総じて人口減少及

び開発適地減少により分担金も減少していくと見込んでいる。 

 

 問 営業費用については、受水単価の引き下げ（１３０円→１２５円）や委託水

関連経費の減による削減効果が７０８６万２９３２円とのことであるが、県の

動きや今後の見通しについて伺いたい。 

 答 昨年の県議会では平成２８年度から３１年度までの４年間は県下平均４％、
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金額にして５円程度の引き下げということで議決されている。兵庫県企業庁で

は、将来に向けた建設投資を見込みながら内部留保約４０億円が確保されてい

るが、企業庁では今後も経営の効率化等に努めるとのことであり、次期料金改

定に向けては、１円でも２円でも安くなるように粘り強く折衝を重ねていきた

い。 

 

 問 当年度末の鉛製給水管残存率３７．３％について、早期解消に努めても更新

には相当の期間を要するが、その間の健康被害が懸念される。水質検査により

鉛濃度の把握に努めることが肝要であると思うが、いかがか。 

 答 現在は、月に１回、市内６カ所の水質検査を実施しており、これまでの測定

における最大濃度は、環境基準値が０．０１ミリグラム/リットルであるのに

対し０．００２ミリグラム/リットルであることから、基準内に十分収まって

いることを確認している。 

 

 問 ２８年度末時点で法定耐用年数を超過した管路は５６５㎞のうち２３３㎞

で、割合にして４１．２％とのことであるが、これまでの経過や今後の見通し

を伺いたい。 

 答 本市の場合、大規模ディベロッパーによる宅地開発が昭和４０年代に一斉に

行われたため、ここ数年に集中して法定耐用年数を過ぎようとしている。今後

については、経営戦略において、その前提となる管路等のアセットマネジメン

トとして既存施設の効果的な維持管理と経費の平準化等について精査を加え

ながら、信頼性のある計画を策定していきたい。 

 

 問 人材育成や技術の継承が課題となっているが、人材ストックに幅を持たなけ

れば、将来的にいくらお金があっても事業が推進できなくなる事態に陥りかね

ないが、どう考えているか。 

 答 団塊の世代の退職に伴う課題については、当面は再任用制度の活用により技

術の継承に努めるが、今後考えられる新たな取り組みとしては、ウェアラブル

カメラを通してベテラン職員が現場の若手職員に指示を行うといったことも

考えている。また、技術の継承問題を重く見た兵庫県では、設計を専門的に扱

うような外郭団体を構築するなどバックアップ体制が整えられてきており、こ

れらの取り組みを活用するとともに、職員定数は市内部で議論しつつ、局とし

ては先を見据えた対応に配意したい。 

 

 問 本市においては、水道使用量の検針業務を委託しているが、効果的な資金運
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用といった点に鑑みると、水道メーターに通信機能が搭載されたスマートメー

ターを導入することにより人件費の抑制も期待できると考えるが、本市におけ

る導入の可能性について伺いたい。 

 答 スマートメーターの導入については、初期投資に加えてシステム改修等の費

用が生じることや、機器に内蔵されるバッテリーの耐久性等に課題がある。現

在、大都市で検証が実施されており、それらの状況を注視した上で、導入の可

否を含めて検討していくことになると考えている。 

 

 問 有事の際の近隣市との相互応援体制について、今後も強化を図る方針である

のか伺いたい。 

 答 近隣市との相互融通管については、猪名川町、宝塚市、伊丹市、池田市との

間で計６カ所整備しており、それぞれと災害時における相互応援の協定を締結

しているが、水圧等の問題により、現状では今後新たに融通管を施工する予定

はない。市内における水の確保策としては、市内の配水池の９カ所に緊急遮断

弁を設置しており、この増設を検討したい。 

 

特記事項 

 議案質疑資料あり（認定第３号 平成２８年度川西市水道事業会計利益の処分及

び決算認定について） 

審査結果 

 原案可決及び認定（全員賛成） 

 

２．認定第４号 平成２８年度川西市下水道事業会計資本剰余金及び利益の処分並 

びに決算認定について 

平成２８年度決算の概要 

 水洗化人口 １５万７６４５人（△３７０人） 

 年間有収水量 １５０３万８１５０㎥（△６万７５５５㎥） 

 収益的収入 ３７億４０１１万３９８２円 

 収益的支出 ３０億８３２０万 ５１２円 差引 ６億５６９１万３４７０円 

 資本的収入 １３億７４５６万 ２５０円  

 資本的支出 ２４億１６５６万７４６７円 差引△１０億４２００万７２１７円  

質疑の概要  

 問 監査委員から提出された決算審査意見書によると、汚水処理費がどの程度使

用料で回収されているかを示す経費回収率は１５２．７％とのことであるが、

これは公共下水道と特定環境保全公共下水道を合算したものか。また、特定環
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境保全公共下水道のみの経費回収率はいくらか。 

 答 両者を合わせた率であり、特定環境保全公共下水道の経費回収率は１０％で

ある。 

 

 問 近年は豪雨時のマンホールからの溢水がたびたび問題となっており、宅内の

トイレから溢れた例もあると聞く。当年度中の汚水管渠改善状況について伺い

たい。 

 答 ２８年度中に管渠更正として汚水管を継ぎ目のないものに１２９２メート

ル更新した。宅内の溢水は本管の空気圧が宅内に入ることにより起きるが、こ

れを公共ますで止めるための弁を取り付けることで改善を図っており、引き続

き影響があるところについては対策を進めていきたい。 

 

 問 水洗化率は９９．３％と前年度から横ばいであるが、当年度末現在の未水洗

化人口と、１００％達成へ向けた２８年度中の取り組みについて伺いたい。 

 答 未水洗化人口は約１８００人であるが、公共下水道へ接続を希望しない方も

いるので、個別訪問のほか、浄化槽が壊れるなどの問い合わせ等の機会を捉え

て啓発に努めている。今後も地道ながら着実に取り組みたい。 

 

 問 議案質疑資料によると、職員は勤務成績に関係なく４号給に昇給しており、

給与条例の趣旨に合致していないが、組織マネジメントの観点を踏まえて、現

在の手法が妥当なのか伺いたい。 

 答 上下水道局は個別に職員を採用しているわけではなく、市長部局への異動も

あることから、市と異なる運用を行うと、人事異動の際に利益又は不利益が生

じる恐れがある。市では現在の運用を見直す動きがあるため、この動きと連動

させる形で対応したい。 

 

問 当年度未処分利益剰余金は１８億５１４０万５１６９円であるが、剰余金の

活用方針について伺いたい。 

 答 基本的な考え方として、資本的収支の不足額に充当後、不測の事態に備えて

下水道使用料収入の半分程度の額を繰越利益剰余金に繰り入れ、その残額を将

来の建設投資に充てるため、減債積立金に積み立てている。今後もこの考え方

は踏襲していくが、経営戦略策定時に詳細を検討する。 

 

 問 ７６万９０００円の決算額である雨水貯留タンク設置助成制度については、

制度の趣旨に沿った活用がなされているのか。また、７年以上適切な維持管理
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が可能であることが助成要件であるが、その間に実態調査等を行っているの

か、伺いたい。 

 答 タンクには多機能な利用方法があり、生活用水として使用することもできる

が、当該助成制度の本来の目的はタンク設置による雨水排水流出抑制対策であ

るので、申し込み時にはその旨を説明している。実態調査は行っていないが、

個別には機会を捉えて利用状況を確認している。 

 

特記事項 

 議案質疑資料あり（認定第４号 平成２８年度川西市下水道事業会計資本剰余金

及び利益の処分並びに決算認定について） 

審査結果 

 原案可決及び認定（全員賛成） 

 

３．認定第５号 平成２８年度川西市病院事業会計決算認定について 

平成２８年度決算の概要 

 年間入院患者数 ６万９７９４人（＋６１８９人） 

 年間外来患者数 １１万９６４人（△２５１人） 

 収益的収入 ５６億 １４５万９１８３円  

収益的支出 ５７億１９４２万１６３１円 差引△１億１７９６万２４４８円 

 資本的収入 １１億４１７９万９０００円 

 資本的支出 １１億８６２７万１６５３円 差引△４４４７万２６５３円 

質疑の概要  

 問 オーダリングシステム更新に合わせて電子カルテを導入するため、企業債 

５億４０００万円を発行しているが、導入時期を年度末とした理由について伺

いたい。 

 答 起債に当たっては、当院は県の許可を要し、３月末までの稼働が条件であっ

たため３月下旬に導入を完了した後、支払事務を行ったものである。 

 答 導入作業は起債許可の感触を得た時点がスタートとなる上、４月１日からの

診療報酬改定に対応するため３月末を目途に作業を完了させたものである。 

 

 問 電子カルテの年間メンテナンス費用のほか、人件費削減など導入効果につい

て伺いたい。 

 答 メンテナンス費用は年額約２８６０万円である。 

答 ２７年度末に策定した経営健全化計画では、電子カルテの導入とあわせて人

員体制・配置を見直すとしており、運用が軌道に乗れば職員の減員も検討する
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必要がある。稼働して間がないためしばらく時間がかかるが、今後調整してい

きたい。 

 

 問 緩和ケア外科の入院収益は３億４０１８万７２１９円であるが、収支の状況

を伺いたい。 

 答 入院収益に対して投じた費用を比較した数字は持ち合わせていないが、２１

床のうち約２０床が稼働していれば収支がプラスとなるため、当年度は１９．８

床稼働しており、大幅に赤字が生じているということはない。 

 

 問 病院経営安定化支援補助金として１億円が計上されているが、この支援がな

ければ病院は運営できないのか。 

 答 経営健全化計画期間中である３０年度までは支援する予定であり、この支援

がなければ、資金不足比率を抑えられず計画が達成できないことになる。計画

が達成できないと病院が運営できないという非常に厳しい状況に追い込まれ

る。 

 

 問 市からの長期・短期借入金として２６億１２７０万円の負債を抱えている

が、病院側として返済不可能であるという認識か。一方、市は債権放棄しない

とのことであるが、オフバランス化する考えはないか。 

 答 収支改善の傾向にあるものの、あくまで市から毎年約１０億円の支援を受け

てのことである。次年度以降の診療報酬改定等を勘案すると返済は難しいもの

と認識している。 

答 今後も公設病院としては継続し、病院事業会計も継続するため、貸借対照表

に資産と負債を両方計上していく必要があり、オフバランスはできないもので

ある。 

 

 問 地域医療機関との連携強化を医業収益増加の一因として挙げているが、当年

度における地域連携の状況を伺いたい。 

 答 当年度は紹介率６６．９％、逆紹介率６９．７％であり地域医療支援病院の

承認要件を満たしていることから、地域連携は十分果たせていると考えてい

る。また、当院では登録医制度を設けており、市内のほか豊能町、能勢町、阪

神南等、１０５の医師・医療機関と連携し紹介を受けている。 

 

 問 ７対１看護基準における重症患者の割合が、２６年度の診療報酬改定で１５

％以上、当年度の改定で２５％以上と厳格化されている。基準の維持には、重
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症患者の積極的な受け入れはもとより看護師確保も重要であるが、方策につい

て伺いたい。 

 答 看護重症度の項目には救急搬送後の入院等が算定されることから、今後とも

救急患者を積極的に受け入れるよう努めていきたい。 

 答 看護師確保については、宮崎県の看護学校と協定を結び、２８年度は６人、

２９年度は７人採用しており、今後も継続するよう学校と調整できている。今

後も看護基準を満たすため万全を期していきたい。 

 

問 ２８年度の診療報酬改定では、認知症患者への適切な医療の評価として認知

症ケア加算が盛り込まれており、認知症専門の常勤医師が不可欠であると考え

るが、どうか。 

答 認知症専門の常勤医師は現在不在であるが、認知症ケアの認定看護師は学校

を卒業していることに加え、医師が研修を受講することで認知症ケア加算の算

定基準を満たすことが可能であるため、その方向で準備を進めている。 

 

特記事項 

 議案質疑資料あり（認定第５号 平成２８年度川西市病院事業会計決算認定につ

いて） 

審査結果 

 認定（全員賛成） 

 


